
～「共感」と「前進」の好循環へ ～

高知龍馬空港　国際線ターミナルビル完成予想図 R7.9.10 （株）ワーク・ライフバランスとの協定締結式



1-1　令和８年度一般会計当初予算（案）のポイント

　　　　　　　　　　　　　　 本県の最重要課題である人口減少などの課題克服に向けて、より一層成果にこだわるとともに、
　　　　　　　　　　　　　　  「生まれ変わる勇気を発揮できる」１年となるよう、より踏み込んで挑戦するための予算を編成

　■ 一般会計当初予算額　　5,071億円（対前年度比　+330億円、+7.0％）

    　※平成15年度以来の規模（平成15年度当初　5,096億円）

●  「元気な未来創造戦略」に基づき、「高付加価値型経済
　への転換」や「多様な人材が活躍できる環境の実現」など
　に重点を置いて施策を強化し、人口減少対策を推進

● 民間活力の活用も含め「オール高知」の体制を深化
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●  県民の安全、安心の確保と地域経済の発展に資する
　観点から、災害に強い道路網や浦戸湾の三重防護など、
　防災・減災対策をはじめとしたインフラ整備を加速

●  目指すべき高知県像 「いきいきと仕事ができる高知」、
　「いきいきと生活ができる高知」、「安全・安心な高知」の
　実現に向け施策を展開

●   「デジタル化」、「グリーン化」、「グローバル化」の３つの
　視点で施策を強化

●  県勢浮揚に向けた施策を着実に実行するため、国の
  有利な財源の活用や事務事業のスクラップアンドビルドに
　より、今後の財政運営の持続可能性を確保
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■ 官民協働で構築した「経営改革モデル」の横展開
　などを通じて、事業者の高付加価値型経営への転換
　を促進するとともに、賃上げ原資を直接的に支援

Point1：高付加価値型経済への転換

1-2　令和８年度一般会計当初予算（案）のポイント　～戦略的な人口減少対策の推進①～

●  「元気な未来創造戦略」に基づき、「高付加価値型経済への転換」や「多様な人材が活躍できる環境の実現」など
　に重点を置いて施策を強化し、人口減少対策を推進
● 民間活力の活用も含め「オール高知」の体制を深化

当初予算のポイント

Point4：出会いの場の拡充とライフデザイン支援

■ 民間マッチングアプリ事業者との連携などによる交流
　機会の拡充や、将来設計を描くためのライフデザイン
　支援により、結婚の希望を叶えたい若者を後押し

■ オール高知の「共働き・共育て」県民運動のほか、
　男性育休の取得推進に取り組む事業者に支援金
　を給付するなど、仕事と家庭の両立を一層促進

Point2：多様な人材が活躍できる環境の実現

Point3：移住・定住対策の強化

■ 大手求人サイトを活用して県内就職・転職採用
　を支援するほか、地域への理解と愛着を育むキャリア
　教育の充実など、若年人口の増加に向けた施策を展開

Point5：４Sプロジェクトの推進

■ 人口減少に適応した、持続可能な社会の実現
　を目指し、４Sプロジェクトを推進

※４Ｓ＝Smart Shrink for Sustainable Society
　　　　　　 （持続可能な社会の実現に向けた賢い縮小）



1-3　令和８年度一般会計当初予算（案）のポイント　～戦略的な人口減少対策の推進②～

主な事業

１　高付加価値型経済への転換

●  所得向上推進企業等総合支援事業費補助金  1,500百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　  [産業政策課]

　・ 製品の高付加価値化や生産能力の向上など、事業者の高付加
　  価値型経営への転換に必要な経費を業種横断的に支援

●  賃金向上環境整備事業費補助金　880百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                          [雇用労働政策課]

　・ 国や県の生産性向上等に資する補助事業を活用し、持続的な
     賃上げを目指す県内事業者に対して、賃上げ原資の一部を支援

●  100億企業ネットワーク形成支援事業委託料　4百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                               [産業政策課]

　・ 意欲的に「100億企業」へのスケールアップを目指す経営者
    同士の相互交流や協業を促進

２　多様な人材が活躍できる環境の実現

３　移住・定住対策の強化

●  県内就職・転職採用の強化　419百万円　[移住促進課ほか］

　・ 大手求人サイトと連携した情報発信の強化や、県内事業者が実施
　 する採用活動を支援

●  キャリア教育の推進　106百万円　[高等学校課ほか］

　・ 子ども達や学生が県内の企業や大学等を知る機会を充実するほか、
　  進路選択に影響を持つ保護者や教員へのアプローチを強化

４　出会いの場の拡充とライフデザイン支援

●  出会い・結婚支援事業　148百万円　[子育て支援課]

  ・ 民間マッチングアプリ事業者との連携や、大規模恋活イベントなど
　 の実施を通じ、様 な々出会いの機会の場を提供するとともに、若者の
   将来の見通しに対する不安解消に向け、ライフデザイン支援を実施

５　４Sプロジェクトの推進

●  消防広域化の推進　17百万円　[消防政策課]

　・ 常備消防組織の業務効率化や現場対応力の強化に向けて、
   県一消防広域化を推進する実施計画（案）を検討

●  公共交通の維持・確保　27百万円　[交通運輸政策課]

　・ 公共交通の維持・確保に向けて、複数市町村での共同運行などの
    広域的な取り組みを支援するほか、ブロックごとの公共交通計画を策定

●  共働き・共育てのさらなる推進　436百万円
　　　　　　　　　　　　　                                 [人権・男女共同参画課]

　・ 県民参加型のプロモーションを展開するとともに、男性育休の
　 取得推進に取り組む事業者に支援金を給付するなど、仕事と
   家庭の両立を一層促進

新

拡

拡

拡

拡
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新

拡

新

新



● 物価高対策を強力に進めるとともに、産業振興計画に基づき、付加価値の向上につながる施策を推進

1-4　令和８年度一般会計当初予算（案）のポイント　～いきいきと仕事ができる高知の実現①～
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■ 構造転換の推進などにより物価高騰の影響を
　緩和するとともに、県内事業者の賃上げを強力に
　支援

Point1：物価高対策

当初予算のポイント

Point3：イノベーションの強化

■ 高付加価値型経営への転換支援などを通じた
　県内事業者の収益力向上を図る取り組みのほか、
　各産業の生産性向上に向けた取り組みを強化

■ 関西戦略に基づく外商拡大の取り組みをさらに
　強化するとともに、地域経済の好循環を生み出す
　ための「地消地産」の取り組みを推進

Point2：地産外商と地消地産の強化 Point4：観光振興の取り組み

■ 「よさこい高知文化祭２０２６」を最大限に生かし
  た観光キャンペーンの展開や、高知龍馬空港国際
  線ターミナルビルの整備を進めるなど、本県の観光
　振興に向けた施策を推進
　



主な事業

１　物価高対策

●  賃金向上環境整備事業費補助金　880百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  [雇用労働政策課]【再掲】

　・ 国や県の生産性向上等に資する補助事業を活用し、持続的な
　 賃上げを目指す県内事業者に対して、賃上げ原資の一部を支援

●  各業界の物価高対策への支援　9,803百万円
　・ 国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、
   物価高騰の影響を受けている事業者等に対して、事業の構造転換
    を図る取り組み等を支援

２　地産外商と地消地産の強化

●  関西戦略に基づく外商拡大の推進　364百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  [地産地消・外商課ほか]

　・ 大阪・関西万博をはじめ、これまで築いてきた成果や関係を生かし、
   外商活動やプロモーションを強化するとともに、「大阪IR」を見据えた
　 取り組みを展開

●  再生可能エネルギーの導入促進　365百万円
　　　　　　　　　　　　　                          　　　　     [環境計画推進課]

　・ 家庭及び事業者への自家消費型太陽光発電設備等の導入
　 を支援し、エネルギーの地消地産を推進

新

拡
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1-5　令和８年度一般会計当初予算（案）のポイント　～いきいきと仕事ができる高知の実現②～

拡

３　イノベーションの強化

●  所得向上推進企業等総合支援事業費補助金  1,500百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      [産業政策課]【再掲】

　・ 製品の高付加価値化や生産能力の向上など、事業者の高付加
　 価値型経営への転換に必要な経費を業種横断的に支援

●  建設業のデジタル化加速事業　50百万円　[技術管理課]

　・ 3D測量・設計データ作成等の内製化支援や、遠隔施工、
　 3Dプリンタ等を活用したモデル工事の実施により、デジタル技術
   の活用拡大と魅力ある現場環境を創出

４　観光振興の取り組み

●  「どっぷり高知旅キャンペーン」の展開　442百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   [観光政策課]

　・  「よさこい高知文化祭２０２６」と連動した情報発信やイベント
    の開催により、誘客の拡大と県内周遊を促進

●  高知龍馬空港国際線ターミナルビルの整備　2,977百万円
　　　　　　　　　　　　　                          　　　　     [交通運輸政策課]

　・ R9年春の全面供用開始に向けて、新たな国際線ターミナル
　 ビルの整備を着実に推進

拡

拡

新

拡

※再掲及び２月補正予算含む

新



1-6　令和８年度一般会計当初予算（案）のポイント　～いきいきと生活ができる高知の実現～

● 日本一の健康長寿県構想や、教育大綱等に基づいた取り組みを強化するほか、文化芸術・スポーツの振興を推進

当初予算のポイント

■ 地域医療や訪問介護サービス等の提供体制の
　確保に向けた取り組みを拡充し、中山間地域等を
　含めた医療・福祉・介護の基盤を強化

Point1：医療・福祉・介護サービスの提供体制確立

主な事業

●  救急医療体制の整備　249百万円　[医療政策課]

　・ 各地域の高齢者救急の受け皿として期待される２次救急医療機関
　　に対して、救急患者の受入れに必要な設備の導入を支援

●  訪問介護サービスの業務効率化支援　105百万円　[長寿社会課]

　・ 中山間地域にサービスを提供する訪問介護事業所の業務効率化
　　に資する機器等の導入を支援

●  屋内の遊び場の整備支援　10百万円　[子育て支援課]

　・ 県内事業者や団体が行う天候や季節に左右されない遊び場の
　  整備を新たに支援し、子育てしやすい環境づくりを推進

●  学習用タブレット端末の整備　875百万円　[高等学校課ほか]

　・ 県立高校生等が授業で使用する学習用タブレット端末を一斉更新
　　し、R9年度に全生徒へ貸与することで、保護者負担を軽減すると
    ともに、個別最適・協働的な学びの環境を整備

●   「よさこい高知文化祭２０２６」の開催　814百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  [よさこい高知文化祭課]

　・ 大会を通じて本県の魅力ある文化芸術を県内外に発信するとと
    もに、市町村が行う文化芸術振興の取り組みを支援

■ 子育てしやすい環境づくりを目指し、
  屋内の遊び場の整備を新たに支援

Point2：こどもまんなか社会の実現

■ 県立高等学校等の学習用タブレット端末を一斉
　更新し全生徒に貸与するなど、児童・生徒が安心
　して教育を受けることができる環境を整備

Point3：教育の充実

■ 「よさこい高知文化祭２０２６」を開催し、
  本県の魅力ある文化芸術を県内外に発信

Point4：文化芸術・スポーツの振興
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新

新

新

新

新

※年間500件以上の救急搬送受入件数があって、かつ、24時間体制で受入れを行う医療機関

（※）



1-7　令和８年度一般会計当初予算（案）のポイント　～安全・安心な高知の実現～

● 南海トラフ地震対策行動計画に基づき、「命を守る」、「命をつなぐ」、「生活を立ち上げる」対策を強化

当初予算のポイント

■ 住宅の耐震化など住民自らが命を守る取り組み
　を強化するとともに、災害関連死を防ぐため、地域
　で支え合う体制を整備

Point1：「自助」「共助」の取組の強化

■ 避難所となる学校体育館の空調整備を加速化

Point2：避難環境の整備の強化

Point3：復旧・復興作業に向けた事前の備えの強化

■ 事前復興まちづくり計画の策定支援を中山間
　地域にも拡充するとともに、自治体共通の被災者　　
　支援システムを導入

主な事業

●  住宅等の耐震化の促進　1,593百万円　[住宅課]

　・ 2000年基準以前の木造住宅まで耐震診断の支援を拡大
●  災害関連死の防止策の強化　23百万円　[地域福祉政策課]

　・ NPO等の災害ボランティア団体の受入調整を担う「災害中間
　  支援組織」を設立するとともに、DWATの養成体制を強化
●  学校体育館の空調整備　186百万円　[学校安全対策課]
　　                       　【債務負担（R8～R9）277百万円】
　・ 避難所となる県立学校の体育館に空調設備を順次整備
●  事前復興まちづくり計画の策定支援　104百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[南海トラフ地震対策課]

　・ 中山間地域においても計画策定に着手
●  被災者支援システムの導入　95百万円  [危機管理・防災課]

　・ 大規模災害時に迅速な被災者支援を行うため、県・市町村
　　共通の被災者支援システムを導入
●  四国８の字ネットワークの整備の推進　7,469百万円  [道路課]

　・ 災害時の「命の道」となる四国８の字ネットワークを構成する
　　道路等の整備を引き続き推進

■ 国の「国土強靱化実施中期計画」による対策を
　活用し、災害に強いインフラ整備を加速化

Point4：災害に強いインフラ整備の加速化
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拡

拡

拡

新

新

拡



1-8　令和８年度一般会計当初予算（案）のポイント　～デジタル化・グリーン化・グローバル化～

● 「デジタル化」、「グリーン化」、「グローバル化」の３つの視点で施策を強化

当初予算のポイント

■ 公共交通機関へのキャッシュレスサービスの導入や
　デジタル地域通貨の普及促進など、暮らしの利便性　
　向上を図る取り組みを強化

Point1：デジタル化の推進

■ 省エネ性能の高い家電製品や電気自動車等の
　購入支援など、脱炭素化社会の実現に向けた取り
　組みを一層推進

Point2：グリーン化の推進

■ 外国人材の受け入れを行う事業者への支援を強化
　するとともに、地域で活躍できるよう、定着のための
　取り組みを展開

Point3：グローバル化の推進

9

主な事業

●  公共交通へのキャッシュレスサービス導入　424百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 [交通運輸政策課]

　・ 公共交通機関への全国交通系ICカード「ICOCA」の導入を支援

●  デジタル地域通貨の普及促進　200百万円　[経営支援課]

　・ デジタル地域通貨を運営する団体等が行う利用促進の取り
　　組みを支援

●  省エネ家電等の購入支援　800百万円　[環境計画推進課]

　・ 省エネ性能の高い家電製品等の購入を支援

●  電気自動車等の購入支援　284百万円　[環境計画推進課]

　・ 温室効果ガスの削減に資する電気自動車等の購入を支援

●  外国人材の受入促進　112百万円　[商工政策課]
　　                    　　 【債務負担（R8～R12）24百万円】
　・ 技能実習生の入国後講習施設の設置や海外大学生のインターン
　　 シップ実施など、外国人材の受け入れを行う事業者への支援を強化

●  多文化共生社会の推進　34百万円  [国際交流課]

　・ 新たに策定するプランに基づく取り組みを展開
拡

新

新

新

新

拡



災害復旧

公共事業等

その他普通建設
その他普通建設

災害復旧

公共事業等

403億円

488億円486億円 （＋0.3%）

＋30億円
（＋8.1%）

前年度経済対策
前年度経済対策

＋11億円
（＋4.4%）

令和７年度 令和８年度

＋2億円

1,214億円
（当初956億円）

65億円

1,171億円
（当初924億円）

65億円

373億円

1-9　令和８年度一般会計当初予算（案）のポイント　～災害に強い県土づくり～

● 県民の安全、安心の確保と地域経済の発展に資する観点から、防災・減災対策をはじめとしたインフラ整備を加速

実質的な投資的経費の全体像

247億円
258億円

うち加速化対策
 230億円

うち実施中期計画分
 243億円

 ○　インフラ整備に必要となる実質的な投資的経費(※)
　　　について、前年度を上回る予算を確保

  【主な公共事業等（R8当初予算）】
   ・ 四国８の字ネットワークなどのインフラ整備
   ・ 浦戸湾の三重防護など地震・津波対策　　　など

令和7年度 486億円　→　令和8年度 488億円
【対前年度比＋2億円（＋0.3％）】

令和7年度 373億円　→　令和8年度 403億円
【対前年度比＋30億円（＋8.1％）】

【対前年度比＋43億円（＋3.7％）】
令和8年度  1,214億円
実質的な投資的経費全体

公共事業等

その他普通建設

※実質的な投資的経費
　　　＝当初予算額＋前年度経済対策に伴う予算額
　　　　（実質的に当該年度に執行される予算額）　　 　

  【主な普通建設事業（R8当初予算）】
   ・ 高知龍馬空港国際線ターミナルの整備
   ・ 緊急輸送道路等の法面の防災対策　　　　 など 10



 １　スクラップアンドビルドの徹底
　　①　事務事業見直しを実施（195件、▲36億円）し、　 

マンパワー及び財源を確保
　　　　[見直しの観点]
　　　　・事業手法の精査や事業効果の検証を通じた見直し
　　　　・当初の補助目的の達成状況等を踏まえた見直し

　　②　「元気な未来創造枠」を積極的に活用し、総合企画部
　　　  と各部局の連携により事業の磨き上げを促進　
　　　　※新規事業の要求と併せて、事務事業の見直しを実施

 ＜ 歳出削減 ＞
１　一般財源総額3,439億円を確保（対前年度比＋235億円）

　① 県税、地方譲与税、地方特例交付金等が増加（＋85億円）
      ※軽油引取税等の減収分は、地方特例交付金で全額補填
  ② 地方交付税は地域未来基金費分等により大幅に増加
                                                                 （＋132億円）
２　国の有利な財源を積極的に活用　　　
　① 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金          
  ② 地域未来交付金
  ③ 地域医療介護総合確保基金　　　　　　　  　　　　　　　 

 ＜ 歳入確保 ＞

 ○財源不足額は前年度から増加するものの、下記の対応により、安定的な財政運営を維持
 ① 令和7年度2月補正において、地方交付税等の増加分を活用し、財政調整的基金の取崩しを取り止め（70億円）
　　 →当初予算における財政調整的基金の取崩し（117億円）に活用
 ② 当面の財政需要に備え、行政改革推進債を20億円発行（前年度比▲10億円）

　Ⅰ　歳入確保・歳出削減の取組

　Ⅱ　財源不足額への対応
　財源不足額は137億円（対前年度比＋3億円）　

（財政調整基金の取崩し額を除く）

　 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8
財源不足額 159 146 91 75 144 164 138 134 137
資金手当債(※)の発行額 70 60 30 30 40 30 30 30 20

（※）退職手当債＋行政改革推進債

（単位：億円）

111億円
31億円
28億円

1-10　令和８年度一般会計当初予算（案）のポイント　～持続可能な財政運営～

● 県勢浮揚に向けた施策を着実に実行するため、国の有利な財源の活用や事務事業のスクラップアンドビルド
　により、 今後の財政運営の持続可能性を確保

11



新たな時代の潮流を先取りし、
３つの視点で施策を強化

■　南海トラフ地震対策の抜本強化・加速化  

■　インフラの充実と有効活用

■　日本一の健康長寿県づくり　
■　教育の充実　
■　文化芸術とスポーツの振興　

■　経済の活性化
1　いきいきと仕事ができる高知

3　安全・安心な高知

2　いきいきと生活ができる高知

 ■物価高対策  ■地産外商と地消地産の強化  ■イノベーションの強化  ■観光振興の取り組み
R7:255億円→R８:307億円

R7:479億円→R８:481億円
R7:229億円→R８:267億円

R7:59億円→R８:61億円

R7:263億円→R８:269億円
R7:859億円→R８:891億円

■　グリーン化
R7:64億円→R８:88億円
 ■CO2の削減に向けた取組の推進

 ■グリーン化関連産業の育成

 ■オール高知での取組の推進

■　グローバル化
R7:23億円→R８:49億円
 ■県産品の輸出拡大

 ■インバウンド観光の推進

 ■外国人材の受入・定着の促進

1-11　令和８年度一般会計当初予算（案）のポイント　～政策体系～

　持続可能な人口構造への転換を図るため、人口減少対策を強化
R7:581億円→R８:656億円

 ■移住・定住対策の強化 ■多様な人材が活躍できる環境の実現 ■高付加価値型経済への転換

 ■出会いの場の拡充とライフデザイン支援  ■４Sプロジェクトの推進

12

■　デジタル化
R7:51億円→R８:53億円
 ■生活のDX

 ■産業のDX

 ■行政のDX



(※)公債費は、減債基金への積立てを考慮した金額としている

1-12　令和８年度一般会計当初予算（案）のポイント　～全体像～

13



(※)公債費は、減債基金への積立てを考慮した金額としている

２　 令和７年度２月補正予算（案）の概要

○ 国の経済対策に伴う補正予算等の活用により、物価高対策
    などを速やかに実施

○ 県税や地方交付税の増加分等を活用し、財政調整的基金
    の取崩しを一部取り止めることにより、一定の基金残高を確保

令和７年度2月補正予算（案）のポイント 　　

１　物価高対策
　〇　医療・社会福祉施設の光熱水費等高騰への支援
　  　・・・光熱水費等の高騰による影響分を支援

　〇　県立病院の光熱水費等高騰への支援　　　　　　　　
　　　・・・光熱水費等の高騰による影響分を支援

２　その他
　〇　避難生活環境の改善に向けた対応　　　　　　　　 　
　　 ・・・民間事業者によるトイレカーやキッチンカーの導入を支援等

　〇　生活扶助基準改定に関する最高裁判決への対応　
　　　・・・最高裁判決を踏まえた国の対応に合わせて必要な生活扶助費を追加

主な事業の概要

14

　2.0億円
　  　

　5.6億円
　　

　1.2億円
　　 

　0.9億円
　　　



人口減少の克服に向けて、従来型の施策にとらわれず、官民一体となって取り組みを進めていくため、県自身が
多様な人材が活躍できる環境整備や高付加価値型サービスの提供、県有財産の有効活用などの改革に挑戦

３　令和８年度における県の率先垂範の取り組み

　１　働き方改革に向けた取り組み

　３　知事公邸のあり方検討に向けた取り組み

（１）時間外勤務手当割増率の時限的な引き上げ
●　働き方改革による仕事と家庭が両立できる社会を実現するため、
　R8年度限定の社会実験として、知事部局の時間外勤務手当の
　割増率を125％から150％へ引き上げ
●　併せて、時間外勤務時間数を5/6（125/150）以下に縮減
　するため、職員の意識改革と縮減につながる取り組みを推進
⇒　割増率を増やしても手当額は増やさないことを目指す

（２）短時間勤務職員の採用
●　育児や介護等の事情がある方でも勤務可能な新たな採用枠で
　10名程度を採用し、多様な人材が活躍できる環境を整備すると
　ともに、長時間労働の是正に向けたマンパワーを確保

配置の考え方✔

・時間外勤務が多い所属等に配置

　２　県立施設のサービス向上に向けた取り組み
●　文化施設などの集客が見込める県立施設を管理・運営している
　公社等外郭団体において、高付加価値型サービスを提供し、団体
　職員の所得向上を図る取り組みを推進

主な取り組み✔

・自律性向上計画に基づく取り組みの実行（自主事業を拡大し、処遇改善等のための収益を確保）
・所得向上推進企業等総合支援事業費補助金などの活用による施設の磨き上げ
・こども・子育て応援環境整備事業費補助金の活用による屋内の遊び場の整備
・広報体制の強化（管理代行料に必要経費を上乗せ）

●　現在の公邸が竣工から62年が経過していることから、将来的な
　公邸のあり方について有識者等で構成される検討会を立ち上げて
　議論を行い、様々な選択肢を検討

新

新

新 検討スケジュール✔
・R8年度　検討会の開催、対応方針の検討
・R9年度　対応方針決定

R7決算見込額
[1,264百万円]

× R8人件費（新陳代謝反映後）
R7人件費（人事委員会勧告後）

＝ R8当初予算額
[1,285百万円]

（参考）R7当初：1,007百万円　 　R7.12月補正：257百万円（補正後：1,264百万円）

予算の計上方法✔

・R7年度の人事委員会勧告等を反映しつつ、実質的に前年度並みの予算を計上
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歳入・歳出の構成比
総額　507,097百万円

歳出

歳入

依存財源 
341,290
 (67.3%)

自主財源
 165,807

　　(32.7%）

地方交付税 
194,497（38.3%）

地方譲与税・交付金
20,800（4.1%）

その他51,374
（10.1%）

国庫支出金 
75,506（14.9%）県債

 47,104（9.3％）

その他
3,383（0.7%）

県税 71,344
（14.1％）

地方消費税等清算金 
43,089（8.5%）

一般行政経費等 
411,505

（81.1%）

投資的経費 
95,592

(18.9%）

人件費 
116,236 (22.9%)

公債費(※) 
75,009（14.8%）

貸付金 
875（0.2%）

補助費等 
142,390（28.1%）

扶助費 
13,079（2.5%）

その他 
63,916（12.6%）

普通建設事業費
 89,081（17.6%）

災害復旧事業 
6,511（1.3%）

【その他の内訳】
使用料および手数料
　   4,820　(1.0%）
分担金および負担金
 　  2,492（0.5%)
財産収入
   　1,720（0.3%）
繰入金・繰越金
   32,164（6.3%）
諸収入
   10,045（2.0%）
寄附金
        133（0.0%)

 県民一人当たりの一般会計予算額
733,301円（人口691,527人）

※南海トラフ地震対策についての県民一人当たりの予算額は、38,842円
　（ただし、人件費を除く）

教育費 146,300円 総務費　22,686円

議会費  
公債費  
諸支出金 
予備費           

産業振興推進費 19,642円 商工労働費 12,903円

健康福祉費 117,048円

危機管理費 5,167円

1,610円
 99,073円

103,592円
202円

水産振興費 5,616円

災害復旧費 8,406円 土木費 99,567円 警察費 32,842円

観光振興費 6,044円

林業振興環境費
24,215円農業振興費 22,349円

(※)公債費は、減債基金への積立てを考慮した金額としている

（参考）　グラフと絵で見る当初予算
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文化生活費  6,039円



　県勢浮揚に向けた施策を着実に実行しつつ、基金残高と県債残高のバランスをとりながら、今後も安定的な
　　財政運営に取り組む

　令和８年度当初予算編成後の基金残高：　215億円  
  ➡人口減少対策や南海トラフ地震対策など、今後の重要 

施策の着実な実行に備え、前年度(199億円)を上回る残高　
を確保

　　

　　
令和13年度までの財政調整的基金残高の見通し

（単位：億円）

※R6までは決算、R7は２月補正後、R8は当初予算編成後、R9以降は中長期推計ベース

（参考）　財政調整的基金および県債残高の見通しについて

１　財政調整的基金残高

△111

17

　令和８年度末推計：　6,239億円  
  ➡国の国土強靱化実施中期計画に基づく対策を活用した

インフラ整備の推進等により一時的に増加
　　

　　

2　県債残高（臨時財政対策債を除く）

令和13年度までの県債残高の見通し

（単位：億円）

臨時財政対策債（※）

臨時財政対策債を除く県債残高

（※）臨時財政対策債：本来地方交付税で措置されるべき額について、国の財政事情が厳しいことから、
　　　　 臨時的に地方債として配分されているもの。後年度、元利償還金の全額が地方交付税で措置される。



●　人口減少対策等の強化に向け、昨年度と同様に「元気な未来創造枠」を設定
●　このうち、サマーレビューから総合企画部が伴走・磨き上げを実施した施策については重点的な予算配分を実施

　　　　　　　　　　　　　　　　

　
　　
　　　 

事業者の高付加価値型経営への転換等を業種横断的かつ
強力に支援するため「所得向上推進企業等総合支援事業費
補助金」を創設　　　　　　　　　               　　 1,500百万円
大手求人サイトとの連携等による転職支援の強化　　　　　　55百万円
企業との連携等によるキャリア教育のさらなる強化　　　　　 19百万円
「よさこい高知文化祭２０２６」と連動した観光イベント開催   50百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など　

 　１．サマーレビュー実施の新規・昨年度からの拡充分（総合企画部伴走分）

元気な未来創造枠計上事業（以下１＋２）

　　魅力ある仕事をつくり、若者の定着につなげる政策１ 　　結婚の希望をかなえる

　　こどもを生み、育てたい希望をかなえる

政策２

政策３

民間アプリ事業者との連携や、大規模恋活イベントの開催等
による出会い・結婚支援の強化　　　　　　　39百万円　など
若者が自身の人生設計における結婚や子育ての意味について
考える機会の創出（ライフデザイン支援）　23百万円　など　

オール高知の「共働き・共育て」県民運動のさらなる推進に向け
た県民参加型のプロモーション展開等　　　　10百万円　など

　　　　　　　　　　　　　　　　

　
　　
　　　 

 　２．継続分等

・人口減少対策総合交付金　1,300百万円　　　　　　　　　　　  ・消防広域化の推進に向けた取り組み　10百万円
・多文化共生の推進に向けた地域の交流拠点づくり　7百万円　 ・企業と連携した学生との交流イベントへの支援　4百万円　など　　　 

新

新

中山間地域等における地域公共交通のあり方検討支援　36百万円
高校魅力化のさらなる推進に向けた新たなコース等の創設準備
や全国からの生徒募集の拡大等　　　　　　　　　　　93百万　など

「地消地産プロジェクト」の推進に向けた乳用経産牛の学校
給食への提供拡大や竹資源の利用拡大等　　288百万円 
中山間地域の訪問介護サービス確保対策の拡充　22百万円　など

119事業 49億円

 86事業 32億円

33事業 17億円

４Sプロジェクトの推進 その他県政課題への対応

（参考）　元気な未来創造枠について
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拡
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新



 影 響 軽 減 構 造 転 換

12月
補正 

 
 ○ LPガス料金高騰支援
 ○ 特別高圧電気料金高騰支援
 ○ ひとり親世帯への支援　　　　　　   
 ○ 学校給食高騰への支援
 ○ 一次産業(農業、漁業)への支援

２月
補正

 
 ○ 県立病院への物価高騰支援(R7年度分)

 ○ 医療・福祉・私学への物価高騰支援 

Ｒ８
当初 

 
 ○ 県内事業者の賃上げ支援
 ○ 学習用タブレット端末の整備
 ○ 県立病院への物価高騰支援(R8年度分)

 ○ 福祉施設への物価高騰支援
 ○ 公共交通事業者への支援
 ○ 県産酒米の生産への支援
 ○ 一次産業(農業、林業、漁業)への支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

 
 ○ 所得向上に向けたデジタル化等の設備投資支援　
 ○ 省エネ家電の購入支援
 ○ 公共交通の活性化支援
 ○ 男性育休の取得支援
 ○ 県内事業所の就職・転職採用支援
 ○ 電気自動車の購入支援
 ○ 太陽光発電設備等の導入支援 　 
 ○ デジタル地域通貨の利用支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 など　

主な充当事業

【参考】影響軽減・構造転換による区分
　影響軽減　65.7億円
　構造転換　65.6億円

　　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国の令和７年度補正予算）を活用し、
　　国の補助の対象とならない生活者や、価格転嫁の難しい産業分野での物価高騰の影響を軽減するほか、
　　物価高騰に強い経済への構造転換を推進　

7.4億円
0.4億円
0.1億円
0.1億円
4.4億円

5.6億円
2.0億円

9.7億円
8.8億円
7.2億円
4.3億円
3.6億円
0.9億円
2.8億円

15.6億円
8.0億円
6.3億円
4.2億円
3.8億円
2.8億円
2.4億円
2.0億円

（参考）　重点支援交付金の活用状況
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令和８年度　組織改正等による体制強化の概要
基本的な
考え方

本県の最重要課題である人口減少などの課題克服に向けて、より一層成果にこだわるとともに、「生まれ変わる勇気を
発揮できる」１年となるよう、より踏み込んで挑戦するための各種施策の充実・展開を図る体制を強化

1. 戦略的な人口減少対策の推進

１

▶ 総合企画部に「元気な未来創造課」を新設（14名体制）

子ども・福祉政策部

総合企画部

政策企画課
　○元気な未来創造戦略の総括
中山間地域対策課
　○人口減少対策総合交付金

子育て支援課
　○少子化対策業務
人権・男女共同参画課
　○共働き・共育て関係業務

　
　
　●戦略推進担当
　　　元気な未来創造戦略の総括

　●事業推進担当
　　　人口減少対策総合交付金

　●出会い・共育て推進室
　　　少子化対策業務
　　　共働き・共育て関係業務

  元気な未来創造課（14名)

総合企画部

新設

「元気な未来創造戦略」の重点施策を統轄する課を新設し、
人口減少対策をさらに推進！

▶ 元気な未来創造課に「出会い・共育て推進室」を設置（６名体制）

人口減少が進行する中においても、必要な県内消防力の維持・確保を
図ることを目的に消防の広域化を推進
　▶ 消防政策課 「消防広域化推進室」の体制を強化（４名増員）

転職に伴う若者の県外転出を抑制するため、ＵＩターンサポートセンター
と連携し、転職を検討する県内の若者への支援を新たに実施
　▶ 「UIターンサポートセンター」への職員派遣を増（１名増員）

２. いきいきと仕事ができる高知の実現

「スペースポート」計画に係る実現可能性の調査・研究を実施
　▶ 産業イノベーション課に宇宙産業担当を設置

　▶ 観光政策課の体制を強化（１名増員）

「よさこい高知文化祭２０２６」を最大限に生かした観光キャンペーンの
展開など、観光振興に向けた施策を推進

高付加価値型経済への転換

「元気な未来創造課」の新設

経済の活性化

「４Ｓプロジェクト」の推進

移住・定住対策の強化

若者の所得向上に向け、企業の経営改革モデルの横展開を図るなど、
事業者の高付加価値型経営への転換を支援
▶ 産業政策課の体制を強化し、「所得向上推進企業総合支援事業費
　　補助金」を展開（１名増員）

▶ 農業担い手支援課の体制を強化し、若者の所得向上を実現する　　
　　農業経営体を育成（１名増員）



【新設】

令和８年度　組織改正等による体制強化の概要

令和８年度の主な機構改革

　総合企画部
　《令和７年度》 《令和８年度》

  出会い・共育て推進室
新

　文化生活部

歴史文化財課

３. いきいきと生活ができる高知の実現

　▶ 長寿社会課の体制を強化（１名増員）

　▶ よさこい高知文化祭課の体制を強化（２名増員）

介護現場の生産性の向上と介護サービスの継続を図るため、
業務効率化や協働化の取組などの支援を強化

本県の魅力ある文化芸術を県内外に発信する
「よさこい高知文化祭２０２６」の円滑な開催に向けて体制を強化

　▶ 文化生活部に新たに「県史編さん活用課」を設置（10名体制）

約半世紀ぶりに編さんする高知県史を活用した郷土への愛着形成、
観光振興などにつなげていく取組を推進

４. 安全・安心な高知の実現

災害時にボランティア活動の支援や被災者の見守り活動等の
担い手となる高知県社会福祉協議会との連携を強化
　▶ 「高知県社会福祉協議会」へ職員を派遣（１名）

　▶ 用地対策課 「高規格道路用地室」の体制を強化（１名増員）

安全・安心な暮らしを支え、地域経済の活性化に不可欠な「四国８の字
ネットワーク」の早期整備に向けて体制を強化

５. その他

　▶ 林業環境政策課 「全国植樹祭推進室」の体制を強化（４名増員）

令和10年度に開催する全国植樹祭の円滑な開催に向けて体制を強化

　▶ 10名程度を採用し各所属に配置

長時間労働の是正に向けて、多様な人材を確保するために
「短時間勤務職員」を新たに採用し、時間外勤務が多い所属等に配置

歴史文化財課

  県史編さん室 県史編さん活用課
新

元気な未来創造課
新

　▶ 市町村単位で配置している地域支援企画員を地域本部に集約

地域支援の質的向上を図るため、産業振興推進地域本部の体制を強化 

日本一の健康長寿県づくり

文化芸術とスポーツの振興

南海トラフ地震対策の抜本強化・加速化

インフラの充実と有効活用

２



３

令和８年度知事部局組織機構一覧

政 策 企 画 課 東京事務所

元 気 な 未 来 創 造 課 商 工 政 策 課

秘 書 課 産 業 デ ジ タ ル 化 推 進 課 工業技術センター

広 報 広 聴 課 工 業 振 興 課 紙産業技術センター
総 合 企 画 部 商 工 労 働 部

デ ジ タ ル 政 策 課 経 営 支 援 課 海洋深層水研究所

中 山 間 地 域 対 策 課 企 業 誘 致 課

移 住 促 進 課 雇 用 労 働 政 策 課 高等技術学校【高知・中村】

交 通 運 輸 政 策 課
観 光 政 策 課

財 政 課 国 際 観 光 課

法 務 文 書 課 公文書館 観光振興スポーツ部 地 域 観 光 課

行 政 管 理 課 ス ポ ー ツ 課

人 事 課 ス ポ ー ツ ツ ー リ ズ ム 課
総 務 部

職 員 厚 生 課 農業振興センター
【安芸（室戸支所）・中央東（嶺北農業改良普及所）
・中央西（高知農業改良普及所・高吾農業改良普及所）
・須崎（高南農業改良普及所） ・幡多】

税 務 課 県税事務所【安芸・中央東・中央西・須崎・幡多】
農 業 政 策 課

市 町 村 振 興 課
農 業 担 い 手 支 援 課

管 財 課
協 同 組 合 指 導 課 農業大学校

危 機 管 理 ・ 防 災 課 環 境 農 業 推 進 課 農業担い手育成センター
農 業 振 興 部

危 機 管 理 部 南 海 ト ラ フ 地 震 対 策 課 農業イノベーション推進 課
農業技術センター【病害虫防除所・果樹試験場・茶業試験場】

消 防 政 策 課 消防学校 農産物マーケティング戦略課

畜 産 振 興 課 畜産試験場
福祉保健所／保健所【安芸・中央東・中央西・須崎・幡多】

保 健 政 策 課 農 業 基 盤 課 家畜保健衛生所
【中央（田野支所・嶺北支所）・西部（幡多支所）】衛生環境研究所

医 療 政 策 課
幡多看護専門学校

在 宅 療 養 推 進 課 森林技術センター
健 康 政 策 部 林 業 環 境 政 策 課

国 民 健 康 保 険 課 林業事務所
【安芸・中央東（嶺北林業振興事務所）・中央西・須崎・幡多】森 づ く り 推 進 課

健 康 対 策 課
木 材 増 産 推 進 課 林業大学校

薬 務 衛 生 課 食肉衛生検査所
木 材 産 業 振 興 課

林 業 振 興 ・ 環 境 部
地 域 福 祉 政 策 課 治 山 林 道 課

長 寿 社 会 課 環 境 計 画 推 進 課

障 害 福 祉 課 療育福祉センター 自 然 共 生 課

障 害 保 健 支 援 課 精神保健福祉センター 環 境 対 策 課
子ども・福祉政策部

子 育 て 支 援 課
水 産 政 策 課

子 ど も 家 庭 課 希望が丘学園
漁 業 管 理 課 内水面漁業センター

福 祉 指 導 課 児童相談所【中央・幡多】 水 産 振 興 部
水 産 業 振 興 課 水産試験場

人 権 ・ 男 女 共 同 参 画 課 女性相談支援センター
漁 港 漁 場 課 漁業指導所【室戸・中央・土佐清水・宿毛】

文 化 振 興 課
土 木 政 策 課

よ さ こ い 高 知 文 化 祭 課
技 術 管 理 課

歴 史 文 化 財 課
用 地 対 策 課

文 化 生 活 部 県 史 編 さ ん 活 用 課
河 川 課

国 際 交 流 課
防 災 砂 防 課

県 民 生 活 課 消費生活センター
道 路 課

私 学 ・ 大 学 支 援 課 交通事故相談所
土 木 部 都 市 計 画 課

産 業 政 策 課 公 園 上 下 水 道 課

産 業 イ ノ ベ ー シ ョ ン 課 住 宅 課
産 業 振 興 推 進 部

地 産 地 消 ・ 外 商 課 大阪事務所 建 築 指 導 課

統 計 分 析 課 名古屋事務所 建 築 課

港 湾 振 興 課

港 湾 ・ 海 岸 課

会 計 管 理 課
会 計 管 理 局

総 務 事 務 セ ン タ ー

土木事務所
【安芸（室戸事務所）
・中央東（本山事務所・永瀬ダム管理事務所）
・高知（鏡ダム管理事務所）
・中央西（越知事務所）
・須崎（四万十町事務所）
・幡多（宿毛事務所・土佐清水事務所）】

【部局数等】 　    　Ｒ７                      Ｒ８

部局数 　　　　　　14部局　　　   　　　14部局

本庁課数              88課　　　      　　   90課

出先機関数　　　 61機関　         　   61機関


